


(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

03. 国 庫 支 出 金 １７１，５５０ △３４，９５４ １３６，５９６

01. 国 庫 補 助 金 １７１，５５０ △３４，９５４ １３６，５９６

05. 繰 入 金 ６０９，１５１ １，０１０ ６１０，１６１

01. 他 会 計 繰 入 金 ５７８，７８７ １，０１０ ５７９，７９７

06. 繰 越 金 ２，０００ ９１ ２，０９１

01. 繰 越 金 ２，０００ ９１ ２，０９１

08. 市 債 １９４，１００ △２２，７００ １７１，４００

01. 市 債 １９４，１００ △２２，７００ １７１，４００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １，２６８，０００ △５６，５５３ １，２１１，４４７

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

01. 下 水 道 事 業 費 ６６９，３４３ △５６，５５３ ６１２，７９０

01. 総 務 管 理 費 ２８３，６４３ ９，７０９ ２９３，３５２

02. 下 水 道 施 設 整 備 事 業 費 ３８５，７００ △６６，２６２ ３１９，４３８

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １，２６８，０００ △５６，５５３ １，２１１，４４７

【第１表】 - 2 -

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正



　　４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について利率見直し
を行った後において
は当該見直し後の利
率）

　政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と
協定によるものとする。た
だし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還又
は低利債に借換えすること
ができる。

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

 　　　　下水道事業 194,100

証書借入

又は

証券発行

　　４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について利率見直し
を行った後において
は当該見直し後の利
率）

　政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と
協定によるものとする。た
だし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還又
は低利債に借換えすること
ができる。

171,400

証書借入

又は

証券発行

（変　更） （単位：千円）

起債の目的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額

第 ２ 表 地 方 債 補 正
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１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

03. 国 庫 支 出 金 １７１，５５０ △３４，９５４ １３６，５９６

05. 繰 入 金 ６０９，１５１ １，０１０ ６１０，１６１

06. 繰 越 金 ２，０００ ９１ ２，０９１

08. 市 債 １９４，１００ △２２，７００ １７１，４００

歳       入       合       計歳 入 合 計 １，２６８，０００ △５６，５５３ １，２１１，４４７

(歳　出) (単位：千円)

【総　括】 - 4 -

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

01. 下 水 道 事 業 費 669,343 △56,553 612,790 △34,954 △22,700 △2,431 3,532

02. 公 債 費 596,657 0 596,657   2,431 △2,431

歳 出 合 計 1,268,000 △56,553 1,211,447 △34,954 △22,700  1,101

一 般 財 源



２　歳入

(款) 03. 国庫支出金

(項) 01. 国庫補助金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 社会資本整備総合交付金 59,000 △25,131 33,869  01. 社会資本整備総合交付 △25,131 累計 33,869

金 001. 社会資本整備総合交付金

△25,131(59,000)

 02. 防災・安全交付金 112,550 △9,823 102,727  01. 防災・安全交付金 △9,823 累計 102,727

001. 防災・安全交付金 △9,823(20,900)

計 171,550 △34,954 136,596

(款) 05. 繰入金

(項) 01. 他会計繰入金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 一般会計繰入金 578,787 1,010 579,797  01. 一般会計繰入金 1,010 累計 579,797

002. 一般会計繰入金（古川）

△1,663(399,351)

003. 一般会計繰入金（神岡）

2,673(177,582)

計 578,787 1,010 579,797

(款) 06. 繰越金

(項) 01. 繰越金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 繰越金 2,000 91 2,091  01. 前年度繰越金 91 累計 2,091

002. 前年度純繰越金（神岡） 91(1,000)

計 2,000 91 2,091

- 5 -

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額



(款) 08. 市債

(項) 01. 市債

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 下水道事業債 194,100 △22,700 171,400  01. 下水道事業債 △22,700 累計 171,400

002. 下水道事業債（神岡）

△22,700(81,600)

計 194,100 △22,700 171,400

- 6 -

目
区     分 金   額



３　歳出
(款) 01. 下水道事業費

(項) 01. 総務管理費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 01. 一般管理費 83,695 △2,291 81,404 △2,291  02. 給料 △852 累 計 13,150(14,002)

002. 一般職給 △852(14,002)

 03. 職員手当等 △681 累 計 8,461(9,142)

001. 扶養手当 △36(594)

002. 住居手当 △318(318)

003. 通勤手当 212(288)

013. 期末手当 △278(2,640)

015. 勤勉手当 △247(2,088)

016. 寒冷地手当 △14(229)

 04. 共済費 △758 累 計 4,265(5,023)

001. 共済組合負担金 △758(4,623)

 02. 施設管理費 199,948 12,000 211,948 12,000 10. 需用費 12,000 累 計 54,242(42,242)

005. 光熱水費 12,000(29,732)

計 283,643 9,709 293,352 9,709

(款) 01. 下水道事業費

(項) 02. 下水道施設整備事業費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 02. 船津管渠施 159,900 △50,262 109,638 △25,131 △22,700 △2,431 14. 工事請負費 △50,262 累 計 99,738(150,000)

設整備事業 <国庫支出金 <地方債 <繰入金 030. 下水道整備工事 △50,262(150,000)

費 △25,131> △22,700> △2,431>

 03. 古川処理場 122,600 △16,000 106,600 △9,823 △6,177 14. 工事請負費 △16,000 累 計 105,000(121,000)

施設整備事 <国庫支出金 002. 維持修繕工事 △16,000(40,000)

業費 △9,823>

計 385,700 △66,262 319,438 △34,954 △22,700 △2,431 △6,177
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一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額



(款) 02. 公債費

(項) 01. 公債費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 01. 元金 500,855 0 500,855 2,431 △2,431

<繰入金 財　源　補　正
2,431>

計 596,657 0 596,657 2,431 △2,431
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一 般 財 源 区   分 金   額



１．一　般　職
　　（１）　総　　　括

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 5 1,565 13,150 8,461 23,176 4,265 27,441

補 正 前 5 1,565 14,002 9,142 24,709 5,023 29,732

比 較 0 0 △ 852 △ 681 △ 1,533 △ 758 △ 2,291

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 558 0 500 810 240

補 正 前 594 318 288 810 240

比 較 △ 36 △ 318 212 0 0

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 2,656 1,841 215 1,641

補 正 前 2,934 2,088 229 1,641

比 較 △ 278 △ 247 △ 14 0

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後
（1）

3
13,150 8,167 21,317 3,903 25,220

補 正 前
（1）

3
14,002 8,848 22,850 4,661 27,511

比 較
（0）

0
△ 852 △ 681 △ 1,533 △ 758 △ 2,291

（　）内は、外書きで再任用職員を表す

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 558 0 500 810 240

補 正 前 594 318 288 810 240

比 較 △ 36 △ 318 212 0 0

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 2,362 1,841 215 1,641

補 正 前 2,640 2,088 229 1,641

比 較 △ 278 △ 247 △ 14 0

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　（２）　会計年度任用職員以外の職員に係る給料及び職員手当の増減額の明細

増　　減　　額

(千円) (千円)

給　　　料 △ 852 その他の減少分 △ 852 会 計 間 異 動 （3人） △ 852

職員手当 △ 681 その他の減少分 △ 681 会 計 間 異 動 △ 648

そ の 他 △ 33

区　　　分
増　 減 　事 　由 　別 　内 　訳

説 明 備 考
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　　（３）　会計年度任用職員以外の職員に係る給料及び職員手当の状況

      ア　職員１人当たり給与 （単位：円）

      イ　初　　任　　給

大 学 卒 182,200

短 大 卒 163,100

182,200

163,100

高 校 卒 150,600

技能労務職

国 の 制 度

行政職(一) 福  祉  職
医　　　療　　　職

行政職(二)
医療(二) 医療(三)

150,600

平 均 給 与 月 額 (円)

区 分 行　政　職 福  祉  職
医　　　療　　　職

医療技術 保 健 師

令和4年4月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 290,925

平 均 年 齢 (歳) 46.7

340,642

平 均 給 与 月 額 (円) 312,856

平 均 年 齢 (歳) 44.2

令和4年9月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 273,956

区 分 行　政　職 福 祉 職
医　　　療　　　職

技能労務職
医療技術 保 健 師
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      ウ　級 別 職 員 数

職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％）

７　　級

６　　級

５　　級

４　　級 1 25.0

３　　級
（1）

1
50.0

２　　級

１　　級 1 25.0

計 4 100.0

７　　級

６　　級

５　　級

４　　級 1 25.0

３　　級
（1）

1
50.0

２　　級 1 25.0

１　　級

計 4 100.0

（　）内は、外書きで再任用職員を表す

　　　（級別の基準となる職務内容）

７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

部長･所長 部長･所長･参事 課　長 課長補佐 係長・主査 主　　任 主　　事

区　　分

行　政　職

令和4年4月1日現在

医療職（医療技師）

令和4年9月1日現在

技能労務職
区　　　　　　　分 級

行　　　政　　　職 福　　祉　　職 医療職（保健師）
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      エ　昇 給

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

職 員 数 (A) (人) 4 4

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 3 3

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 3 3

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 75.0 75.0

職 員 数 (A) (人) 4 4

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 3 3

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 3 3

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 75.0 75.0

代 表 的 な 職 種

補

正

後

号 給 数 別 内 訳

補

正

前

号 給 数 別 内 訳

区 分 合 計
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　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

（　）内は、再任用職員を表す

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

あ

ああA(月分)

職制上の段階、職務の
あ

級等による加算措置
備 考

６月(月分) 12月(月分)

補 正 後
（１．１２５）
２．１５０

（１．１２５）
２．１５０

（２．２５）
４．３０

有

補 正 前
（１．１２５）
２．１５０

（１．１２５）
２．１５０

（２．２５）
４．３０

有

国 の 制 度
（１．１２５）
２．１５０

（１．１２５）
２．１５０

（２．２５）
４．３０

有

退 職 時
特 別 昇 給

備 考

支 給 率 等 定年前早期退職特例措置

区 分
20年勤続の者

あ

あああ(月分)

25年勤続の者
あ

あああ(月分)

35年勤続の者
あ

あああ(月分)

最 高 限 度
あ

ああ (月分)
その他の加算措置等

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

国 の 制 度
あ

（ 支 給 率 等 ）
24.586875 33.270750 47.709000 47.709000 定年前早期退職特例措置
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　キ　特　殊　勤　務　手　当

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）

　ク　その他の手当

無

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

（ 令 和 ４ 年 ９ 月 １ 日 現 在 ）

区 分

扶 養 手 当

代表的な特殊勤務手当の名称

住 居 手 当

国 の 制 度 と の 異 同

同　　　　　　じ

通 勤 手 当

同　　　　　　じ

同　　　　　　じ

差　　　異　　　の　　　内　　　容
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公共下水道事業特別会計 （単位：千円）

起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額

1 5,433,318       5,041,898       171,400         490,918         4,722,380       

(1)
公 共 下 水 道
事 業

5,433,318       5,041,898       171,400         490,918         4,722,380       

2 68,258          58,412          -               9,937           48,475          

5,501,576       5,100,310       171,400         500,855         4,770,855       

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

準 公 営 企 業 債

資本費平準化債

合 計

区 分 前々年度末現在高
前 年 度 末 現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 増 減 見 込

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末
及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書
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